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－Public Service Motivationと公正世界信念は告発意欲と相関するか？－ 

水野 和佳奈（岐阜協立大学経済学部）

キーワード：Public Service Motivation、PSM、公正世界信念、告発 

１．序論

行政組織で働く公務員は法律を遵守することはもちろん、民主性や経済性といった多様な行動規範に沿

って適切に職務を行うことが期待されている。しかし、民間企業の労働者と同じく、公務員も職務活動に

おいて意図してあるいは意図せずに、法律に違反したり、不適切な行為を行うことがある。公務員のこう

した行動を統制する方法として、議会や司法、国民やマスコミといった外部的主体による監視・統制に加

え、上司や同僚、内部監査機関といった内部的主体による監視・統制も大きな役割を果たす。特に、組織

で働く公務員にとって、ともに働く同僚や上司は、違法あるいは不当な職務行動に関する情報を最も得や

すい主体と言える。公務員が職務において違法あるいは不当な行為等を発見した場合は、できるだけ早期

に、問題が深刻化する前にその情報が組織において共有され、改善の対策が講じられることが望ましい。

しかし、告発や提言行動には個人的なコストや不利益が発生するリスクがあることはよく知られており、

発見された問題がすべて適切な個人や組織に報告されるわけではない。行政の適法性を確保する、公務員

の職務行動を適正化する観点からは、組織内部の構成員による問題の発見や認知、情報提供行動をいかに

促進するかが重要な検討課題であるといえる。 
先行研究ではこうした組織行動を内部告発と呼び、「組織の構成員が組織管理の範囲内にある違法、不

道徳、または不法な慣行を、変革をもたらす可能性のある人々、組織、当局に明らかにすること」といっ

た形で定義されている（Near and Miceli, 1985; Near et al., 2004; Miceli and Near,1992; Pfeffer and Salancik, 
1978）。告発行動は経営組織論や組織心理学、行政学の領域で「提言行動（Voice）」や「倫理的行動」、「組

織市民行動」の一つとして研究されている。 
行政学の領域では、公務員の倫理的行動や組織市民行動とPublic Service Motivation（以下、PSM）との

関連が重要な研究テーマとなっている。先行研究では、告発行動に対する態度と PSM との関連が研究さ

れており、Prysmakova and Evans（2022）では、高い PSM の値を持つ職員ほど告発行動に積極的な態度

を持つことが確かめられている。本研究の一つ目の問題関心は、こうした PSM の理論モデルが日本でも

適合するのか、検証することにある。 
告発行動を選択するか否かの判断には PSM に加え、告発者の内面的な価値観や判断基準が大きく関わ

っていると考えられる。前述の通り、告発や非倫理的行為に関する提言行動には個人的なコストや不利益

が発生するリスクが伴う。にもかかわらず、個人が告発行動を選択するとき、その判断には自己の利益や

組織の利益を超えた、公益的な視点や社会正義に関する意識が関係していると考えられる。この点、社会

心理学の領域等では、個人の公正判断や社会規範の判断に影響を与えるものとして「公正世界信念

（Belief in a Just World）」の研究が進んでいる。しかし、公正世界信念と組織で働く労働者の職務行動の
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関連に関する分析はまだ少なく、公正世界信念と告発行動の関連を検証する研究はまだない。本研究では、

公務員の公正世界信念と告発行動の意欲を実証的に分析することにより、告発行動に関する個人の内面的

なメカニズムの解明に資する情報を提供したい。 

２．文献調査、仮説

（１）PSM（Public Service Motivation） 
PSM は、「コミュニティの人々、州、国、人類の利益に貢献したいという一般的な利他的動機（Rainey 

and Steinbauer, 1999, p.23）」、「他者を助けたい、社会の役に立ちたい、有意義な公的サービスの提供に携

わりたいという労働者の価値観もしくは選好（Wright and Pandey, 2008, p.503）」、あるいは「公的な機関や

ミッションに特有の性質によって生じる利他主義もしくは向社会的動機（Perry et al., 2010, p.682）」等と定

義されている。PSMの定義は多様に展開されているが（Bozeman and Su, 2015, p.3）、総じて「公的サービ

スの提供（あるいは公益の実現）を動機づけるもの」を指しており、本研究でもこの定義に従う。公務員

や非営利組織の職員は、公的サービスの提供を主な職務としているため、PSM 研究は公務員や非営利組

織の職員の職務意欲の特性を解明するものとして期待されている。 
PSMに注目した研究はアメリカやヨーロッパを中心に数多く存在し、PSMの構成要因やPSMの効果に

ついて様々な成果が得られている。PSM 研究が大きな発展を遂げた理由の一つは、Perry and Wise (1990) 
がその基礎を作り、そして、Perry (1996, 1997) によって、公的活動の意欲の測定指標（PSMの測定指標）

が確立されたためである。PerryによるPSMの測定指標は、Perryに続く多くの研究で採用され、PSM研

究の発展に寄与している。その後の研究では、指標を用いて測定された PSM と職務認識の関連、あるい

は PSM と職務行動の関連が実証的に解明されている。例えば、Naff and Crum (1999)や Vandenabeele 
(2009)、Kim (2012)では、高い PSMの値を持つ職員ほど職務満足度が高いことが確かめられている。この

他にも、PSMが高い公務員は職務において積極的に業績情報を利用する（Moynihan and Pandey, 2010）、
市民参加に前向きな評価をする（Cousey et al., 2012; Castaing, 2006）、組織市民行動に積極的である（Cun, 
2012）こと等が明らかにされている。このように、PSM の研究の発展により、多様な公的活動について

その特性が明らかになってきている。 
 
（２）公正世界信念（Belief in a Just World） 
公正世界信念とは、「世界は公正であり、人々は自身にふさわしいものを受け取る」という個人の一般

的な信念である（Lerner 1980）。公正世界信念によって個人は世界を安全で予測可能なものとして認識す

ることができる（Lerner 1980; Dalbert, 2009）。その一方で、「良いことは良い人に、悪いことは悪い人に起

こる」というように、公正世界信念が責任帰属に関する因果関係の認知バイアスとして機能することが指

摘されている（Furnham 2003; Dalbert, 2009)。公正世界信念に関する研究では測定尺度が開発され

（Rubin and Peplau, 1975; Dalbert et al., 1987他）、近年の研究では公正世界信念の個人差とその影響に関す

る研究が進められている。 
 
（３）先行研究と仮説 
①告発と個人の内面的な特徴 
１）PSMと告発 
組織の構成員が組織内の違法行為や不適切な状態を適切な部署に告発することは、組織の適正性や生産
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摘されている（Furnham 2003; Dalbert, 2009)。公正世界信念に関する研究では測定尺度が開発され

（Rubin and Peplau, 1975; Dalbert et al., 1987他）、近年の研究では公正世界信念の個人差とその影響に関す
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（３）先行研究と仮説 
①告発と個人の内面的な特徴 
１）PSMと告発 
組織の構成員が組織内の違法行為や不適切な状態を適切な部署に告発することは、組織の適正性や生産

性を確保する上で大きな意義がある。しかし、問題が重大であるほど、告発によって所属する組織や組織

内関係者に大きな損害を与える可能性が高くなる。告発行動は本来的には組織の運営を正しい方向に導く

ものであり、また、組織の倫理的文化の醸成にも寄与する。しかし、組織利益や個別の組織構成員の利益

と相反する場合も多く、告発者自身の組織内での利益を損なう可能性も多分に含んでいる。そのため、違

法行為や倫理違反の情報を得た組織構成員が告発行動を起こす事例は必ずしも多くない（Taylor, 2018; 
Fapohunda, 2016）。 
組織構成員が自身に不利益が及ぶ可能性があっても告発行動を起こす背景や理由については多くの先行

研究がある。先行研究では告発行動や倫理的行動の背景には利他的な視点や公益的な視点があることが指

摘されている（Brewer and Selden., 1998他）。この点、PSMは自己犠牲や公益への関心を測定指標として

含んでいることから、多くの先行研究で告発行動とPSMの関連が研究されてきた（Wright et al., 2016）。
Wright et al. (2016) は公務員に対する調査で、PSM が高い労働者ほど、組織内での非倫理的な行動を報告

する意欲が高いことを確認している（同様の結果を示すものとして、Sahling et al., 2019) 。Prysmakova 
and Evans（2022）でも公務員を対象とした実証研究によって、告発の意欲がPSMと正の有意な相関を持

つことを確かめている。Caillier（2015）では PSM と告発に対する態度の直接の関連は確かめられていな

いものの、PSM が組織コミットメントを介して告発の可能性を高めることが確認されている。こうした

先行研究の結果から、日本の公務員についても PSM が高い公務員ほど告発行動の意欲も高いと予測でき

る。したがって、仮説１は「PSMが高いほど告発の意欲が高い」と設定する。 
 

２）公正世界信念と告発 
「世界は公正であり、人々は自身にふさわしいものを受け取る」という公正世界信念の一般的な信念に

従うと、公正世界信念が高い個人ほど「倫理的な問題を起こす者には相応の評価やペナルティが課される」

と考えることが予想される。したがって、公正世界信念が高い個人ほど、告発行動に積極的であると推測

することができる。しかし、Furnham（2003） は、公正世界信念と分配的正義の 3原則（equity, equality, 
need）との関連を分析した先行研究において、公正世界信念が分配的正義のうち「平等に配分されている

か」に関する公正性を意味する平等原則（equity）との間に正の相関がある一方で、「本当に必要としてい

るものに分け与えているか」に関する公正性を意味する分配原則（need）との間には負の相関があること

を指摘している。そのうえで、公正世界信念が被害者や助けが必要な他者の利益ではなく、自身の利益を

守る傾向と関係することを指摘している。こうした傾向からは、公正世界信念が高い個人は、告発によっ

て発生する自身の職務上の損失を「平等でない負担」と考えて告発を回避する可能性が高いと予測できる。

つまり、公正世界信念が高い個人ほど「倫理的な問題を起こす者には相応の評価やペナルティが課される

べき」と考えるが、それは公正な世界によって評価・調整されるものであって、自分自身がその役割を担

う必要はないと考えるという推測である。先行研究の分析から、公正世界信念と告発の関連については正

の関連と負の関連の両方を想定することができる。そこで、本研究では公正世界信念に関する仮説を以下

の通り２つ設定する。仮説２―１「公正世界信念が高いほど告発の意欲が高い」、仮説２－２「公正世界信

念が高いほど告発の意欲が低い」。 

３．分析１ ＰＳＭおよび公正世界信念の測定

（１）PSMの測定 
①データ 
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本研究では、組織で働く公務員を対象に実施されたインターネットによるアンケート調査の結果をデー

タとして用いる（株式会社マクロミルの登録モニターを対象に実施）。アンケート調査票の配布および回

答は 2019 年３月に実施されている。回答者は 2575 名で有効回答数は 2161 であった。データの記述統計

については、次節の表３、表４にまとめて記載している。 
 
②測定指標と分析手法 

PSM の測定指標については、Perry（1997）で基本的な指標が示され、測定指標のあり方が多様に検討

されてきた。先行研究では Perry（1997）の指標を短縮化した指標も多く採用されている。しかし、依然

として Perry（1997）の基本的指標の評価は高く、近年の重要な PSM 研究でも Perry（1997）の 24 の質

問項目やそれらを集約する４区分（４成分）が採用されている。日本ではいまだ PSM に関する実証的な

研究は限定的であり、指標そのものの解明が課題であるといっていい。そこで本研究では、PSM 研究の

基本的指標であるPerry（1997）の指標を採用し分析を行った。 
Perry（1997）の測定指標は、「政策形成への関心（Attraction to Policy-making）」、「公益への関与

（Commitment to Public Interest）」、「思いやり（Compassion）」、「自己犠牲（Self-sacrifice）」の４つのグル

ープ（４成分）で構成されており、各グループにそれぞれ３～８の測定項目が設定されている。本研究で

は，この 24項目のPSM測定指標を用いて主成分分析を行った（本研究と同様の手法を用いる研究として

Andersen et al., 2011など）。さらに、主成分分析で集約された合成変量PSM1、PSM2について主成分得点

を算出した。 
 

③分析結果 
合成変量数の選択について、本研究では２つの合成変量（PSM1、PSM2）を採用し、これらの累積寄

与率は 0.4190 であった。PSM1 は、「公益への関与（４項目）」と「思いやり（１項目）」、「自己犠牲（７

項目）」で構成されており、PSM2 は「政策への関心（２項目）」と「公益への関与（１項目）」、「思いや

り（４項目）」で構成されている。  
分析結果は表１に示している。ただし，Perryによる 24項目のうち、５項目は当てはまりが悪く、先行

研究でも行われているようにこれらの項目を分析から除いた。次に、PSM1と PSM2について主成分得点

を算出した。 
 
（２）公正世界信念の測定 
①データ 
分析に用いるデータは前節（（１）PSM の測定）で用いたデータと同じである（2019 年３月に Web ア

ンケートを実施し，公務員2161名から有効回答を得ている）。 
 
②測定指標と分析手法、結果 
公正世界信念の測定指標については、Rubin and Peplau (1975)で提示された測定指標が多くの研究で採

用されている。Rubin and Peplau (1975)の測定指標は20項目からなり、その後の多くの研究で採用されて

いる。近年ではLipkus (1991)やDalbert (1999)等、多様な測定指標が発表され、採用されている。 
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問項目やそれらを集約する４区分（４成分）が採用されている。日本ではいまだ PSM に関する実証的な

研究は限定的であり、指標そのものの解明が課題であるといっていい。そこで本研究では、PSM 研究の

基本的指標であるPerry（1997）の指標を採用し分析を行った。 
Perry（1997）の測定指標は、「政策形成への関心（Attraction to Policy-making）」、「公益への関与

（Commitment to Public Interest）」、「思いやり（Compassion）」、「自己犠牲（Self-sacrifice）」の４つのグル

ープ（４成分）で構成されており、各グループにそれぞれ３～８の測定項目が設定されている。本研究で

は，この 24項目のPSM測定指標を用いて主成分分析を行った（本研究と同様の手法を用いる研究として

Andersen et al., 2011など）。さらに、主成分分析で集約された合成変量PSM1、PSM2について主成分得点

を算出した。 
 

③分析結果 
合成変量数の選択について、本研究では２つの合成変量（PSM1、PSM2）を採用し、これらの累積寄

与率は 0.4190 であった。PSM1 は、「公益への関与（４項目）」と「思いやり（１項目）」、「自己犠牲（７

項目）」で構成されており、PSM2 は「政策への関心（２項目）」と「公益への関与（１項目）」、「思いや

り（４項目）」で構成されている。  
分析結果は表１に示している。ただし，Perryによる 24項目のうち、５項目は当てはまりが悪く、先行

研究でも行われているようにこれらの項目を分析から除いた。次に、PSM1と PSM2について主成分得点

を算出した。 
 
（２）公正世界信念の測定 
①データ 
分析に用いるデータは前節（（１）PSM の測定）で用いたデータと同じである（2019 年３月に Web ア

ンケートを実施し，公務員2161名から有効回答を得ている）。 
 
②測定指標と分析手法、結果 
公正世界信念の測定指標については、Rubin and Peplau (1975)で提示された測定指標が多くの研究で採

用されている。Rubin and Peplau (1975)の測定指標は20項目からなり、その後の多くの研究で採用されて

いる。近年ではLipkus (1991)やDalbert (1999)等、多様な測定指標が発表され、採用されている。 
 
 

 

表1 PSMの主成分分析の結果 
 質問項目  PSM1  PSM2 

政策形成への関心2 政策形成における意見交換には興味がない* 

政策形成への関心3 政治家には関心がない* 

公益への関与4 自分のコミュニティで起こっていることに強い関心はない* 

公益への関与5 私は利他的にコミュニティに貢献する 

公益への関与6 私は公的サービスを市民としての義務だと考える 

公益への関与7 有意義な公的サービスは私にとって非常に重要である 

公益への関与8 私は、もし私の利益を損なうとしても、コミュニティ全体のために最善の

ことを行う公務員を好む

思いやり9 困っている人々を見ると気持ちを抑えることが難しい 

思いやり12 恵まれない人々の苦しい状況に心を動かされることはめったにない* 

思いやり14 自分自身を助けるための一歩を踏み出そうともせず困っている人々に対し

ては、同情する気持はほとんどない* 

思いやり15 私が全面的に支持する社会保障制度はほとんどない* 

思いやり16 個人的に面識がない人々の福祉について考えることはほとんどない* 

自己犠牲18 私はいつも自分より大きなもののために行動している 

自己犠牲19 市民のためにサービスを提供することは、見返りがなかったとしても、良

い気持ちになる 

自己犠牲20 社会を良くすることは私にとって個人的な実績よりも重要である 

自己犠牲21 人々は社会から受けたものよりも多くを社会に返すべきだと考える 

自己犠牲22 私は社会のために多くの犠牲を払う準備がある 

自己犠牲23 私は他者を助けるために個人的損失のリスクを冒すようなめずらしい人々

のうちの一人だ 

自己犠牲24 私は自分自身よりも義務を優先すべきだと思っている 

質問項目はPerry（1997）を採用した。*がついている項目は、値が高くなるとPSMが低くなる項目。PSM測定指標の

項目に記載されている数字は，Perry（1997）の指標の質問番号である。なお，推定に用いた統計ソフトウェア（R -
3.2.4）の計算過程により、PSM1は逆の符号で測られているが、主成分分析において主成分負荷量の符号は結果に影響

を及ぼさないため，表内ではPSM1の主成分負荷量に-1を乗じている。 
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表２ 公正世界信念の主成分分析の結果

質問項目    

基本的に、公正な世の中だと思う。 

学校での成績は、たいていその学生の価値を表している。 

無実の人が不当に刑務所に入れられることはほとんどない。 

一般的に、人々はその人が得ているものに値する。 

悪人は少しの間、政治的な権力を持つかも知れないが、歴史の流れの中で善人が勝ち抜く。

質問項目は の 項目から５項目を採用した。

日本の行政学分野では公正世界信念に関する実証分析はほとんどないため、今回は最も基本的な測定指

標であるRubin and Peplau (1975)を採用した。 
Rubin and Peplau (1975)は一部表現が正確に把握しにくい項目があるため、今回は20項目のうち５項目

を採用した。採用する項目を検討するにあたっては、主成分分析を行い当てはまりが悪い項目を削除した。

最終的に分析によって集約された５項目の主成分分析の結果は表２のとおりである。 
主成分分析で集約された公正世界信念について主成分得点を算出し、回答者の公正世界信念を示す値と

して採用した。

４．分析２ 告発とＰＳＭ・公正世界信念の関連分析

（１）データ 
分析に用いるデータは前節（分析１）で用いたデータと同じである（2019 年３月に Web アンケートを

実施し，公務員2161名から有効回答を得ている）。 
 
（２）測定指標 被説明変数と説明変数の設定 
被説明変数である「告発の意欲」は、「私は、上司や同僚の不法行為や問題行動を発見したら、適切な

部署に告発する」という設問を設定し、「全くそう思わない（=1）」から「強くそう思う（=6）」までの６

段階の回答によって測定した。また、本研究で最も注目する説明変数の一つは公務員の職務意欲の指標で

あり、これは、前節で PSM の指標によって算出した PSM1 および PSM2 の値をそれぞれ用いた。「PSM
が高いほど告発の意欲が高い（仮説１）」という仮説を設定しているため、PSM の係数は正になることが

予想される。重要な説明変数の二つ目は公正世界信念であり、これは、前節で算出した公正世界信念の値

を用いた。仮説２―１「公正世界信念が高いほど告発の意欲が高い」、仮説２－２「公正世界信念が高いほ

ど告発の意欲が低い」という仮説を設定しているため、仮説２－１が支持される場合は公正世界信念の係

数は正に、仮説２－２が支持される場合、公正世界信念の係数は負になることが予想される。 
公務員の告発行動の意欲は、個人の PSM や公正世界信念のような内面的特性だけでなく、職務の特性

や職務環境といった外的特性から影響を受けることが知られている。 
職務における提言行動一般に関する先行研究では、職務の自律性が高い労働者はより提言行動に積極的

であるという研究結果がある（Cheng et al., 2014; Lam and Mayer, 2014,等）。そこで「職務の自律性」を測

定するため、「担当する職務では、法や規則等で規定された諸手続きに従って職務を行うことが多く、自
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表２ 公正世界信念の主成分分析の結果

質問項目    

基本的に、公正な世の中だと思う。 

学校での成績は、たいていその学生の価値を表している。 

無実の人が不当に刑務所に入れられることはほとんどない。 

一般的に、人々はその人が得ているものに値する。 

悪人は少しの間、政治的な権力を持つかも知れないが、歴史の流れの中で善人が勝ち抜く。

質問項目は の 項目から５項目を採用した。

日本の行政学分野では公正世界信念に関する実証分析はほとんどないため、今回は最も基本的な測定指

標であるRubin and Peplau (1975)を採用した。 
Rubin and Peplau (1975)は一部表現が正確に把握しにくい項目があるため、今回は20項目のうち５項目

を採用した。採用する項目を検討するにあたっては、主成分分析を行い当てはまりが悪い項目を削除した。

最終的に分析によって集約された５項目の主成分分析の結果は表２のとおりである。 
主成分分析で集約された公正世界信念について主成分得点を算出し、回答者の公正世界信念を示す値と

して採用した。

４．分析２ 告発とＰＳＭ・公正世界信念の関連分析

（１）データ 
分析に用いるデータは前節（分析１）で用いたデータと同じである（2019 年３月に Web アンケートを

実施し，公務員2161名から有効回答を得ている）。 
 
（２）測定指標 被説明変数と説明変数の設定 
被説明変数である「告発の意欲」は、「私は、上司や同僚の不法行為や問題行動を発見したら、適切な

部署に告発する」という設問を設定し、「全くそう思わない（=1）」から「強くそう思う（=6）」までの６

段階の回答によって測定した。また、本研究で最も注目する説明変数の一つは公務員の職務意欲の指標で

あり、これは、前節で PSM の指標によって算出した PSM1 および PSM2 の値をそれぞれ用いた。「PSM
が高いほど告発の意欲が高い（仮説１）」という仮説を設定しているため、PSM の係数は正になることが

予想される。重要な説明変数の二つ目は公正世界信念であり、これは、前節で算出した公正世界信念の値

を用いた。仮説２―１「公正世界信念が高いほど告発の意欲が高い」、仮説２－２「公正世界信念が高いほ

ど告発の意欲が低い」という仮説を設定しているため、仮説２－１が支持される場合は公正世界信念の係

数は正に、仮説２－２が支持される場合、公正世界信念の係数は負になることが予想される。 
公務員の告発行動の意欲は、個人の PSM や公正世界信念のような内面的特性だけでなく、職務の特性

や職務環境といった外的特性から影響を受けることが知られている。 
職務における提言行動一般に関する先行研究では、職務の自律性が高い労働者はより提言行動に積極的

であるという研究結果がある（Cheng et al., 2014; Lam and Mayer, 2014,等）。そこで「職務の自律性」を測

定するため、「担当する職務では、法や規則等で規定された諸手続きに従って職務を行うことが多く、自

身のアイディアや裁量を活かす機会が少ない」という設問を設けた。設問は 6 段階で回答を求め、この値

が低いほど職務に「職務の自律性」が備わっていると解釈する。 
また職務対象である市民との関わりの過多が公務員の職務態度に与える影響も大きいと考えられる。市

民と関わる機会が多い職務であるほど職務を通じた公益実現の意義を強く意識し、職務における問題行動

の告発意欲は高まると推測できる。そこで「私は職務の成果について、職務の対象（顧客、市民）から感

謝を伝えられる機会が多い」という設問を設けた。職務の対象から感謝を伝えられる機会が多いほど、職

務対象である市民との関わりが多いと解釈する。設問は 6 段階で回答を求め、職務対象である市民との関

わりを示す値とした。 
加えて、職務において同僚や上司とのコミュニケーションの機会が多いほど、情報収集の機会やルート

が多く、問題情報を得る機会も多いと考えられる。そこで「私の部署では、上司や同僚と職務についてコ

ミュニケーションを取る機会が多い」という設問を設けた。設問は6段階で回答を求めた。 
告発と職務環境の関連について先行研究では、不正を報告するための体制が整っているほど告発の可能

性が高いことが分かっている（Brennan and Kerry, 2007）。また提言に支援的な組織風土は、提言行動を促

進することが分かっている（Frazier and Fainshmidt, 2012）。そこで、提言行動を促進する制度の有無、上

司や同僚の提言行動の積極性を統制変数に加えた。「提言行動を推進する制度の有無」については、「私が

勤務する組織には、職務に関する提言を推進する制度（しくみ）がある」という設問を設定し統制変数と

した。「上司や同僚の提言行動の積極性」については「私の上司や同僚は、職務に関する提言を積極的に

行っている」という設問を設定し、統制変数とした。 
その他、性別、未既婚の状況、世帯年収、職位、在職期間、雇用形態といった労働者個人の特性や、組

織規模といった組織の特性も告発の意欲に影響を与える可能性があるため、統制変数として設定した。各

変数の詳細な設定は、表３の通りである。これらの変数の記述統計は表４に示している。 
 
（３）分析手法 
被説明変数である「提言行動に対する積極性」の変数は、1 から６までの順序づけられた分類であるた

め、順序ロジット（Ordered Logit）モデルを用いて分析を行う。この分析により、「告発行動の意欲」に

対する各変数の影響を独立的に分析することが可能である。分析にあたっては、説明変数間の相関係数を

確認した。説明変数間の相関係数は付録に記載されている。「上司や同僚の提言（私の上司や同僚は、勤

務に関する提言を積極的に行っている）」と「コミュニケーション（私の部署では、上司や同僚と職務に

ついてコミュニケーションを取る機会が多い）」は相関係数が0.486でやや高いが、各変数を削除しても主

要な仮説（仮説１、仮説２）の結果に影響しないことを確認している。なお、本研究の統計解析には、統

計ソフトウェアR -4.2.1を用いた。 

表３ 分析に用いた変数（被説明変数・説明変数）

回答（変数の値）

告発の意欲
「私は、上司や同僚の不法行為や問題行動を発見したら、適切な部署に告発する」
全くそう思わない（ ）、そう思わない（ ）、ややそう思わない（ ）、ややそう思う
（ ）、そう思う（ ）、強くそう思う（ ）
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公正世界信念 分析 （３．（２））で算出した値。

分析 （３．（１））で算出した値。

分析 （３．（１））で算出した値。

性別 女性（ ） 男性（ ）

既婚 既婚（ ） 未婚（ ）

学歴 中学（ ）、高校（ ）、専門学校（ ）、短大・高専（ ）、大学（ ）、大学院 ）

世帯年収

万未満（ ）、 ～ 万未満（ ）、 ～ 万未満（ ）、 ～ 万未満
（ ）、
～ 万未満（ ）、 ～ 万未満（ ）、 ～ 万未満（ ）、 ～

万未満（ ）、 万円以上（ ）

管理職 管理職（ ） 一般職（ ）

勤続年数 現在勤務している組織での勤続年数（実数）

雇用形態（正規雇用） 正規雇用（ ） 非正規雇用（ ）

職務における裁量

「担当する職務では、法や規則等で規定された諸手続きに従って職務を行うことが多く、
自身のアイディアや裁量を活かす機会が少ない。」 全くそう思わない（ ）、そう思わ
ない（ ）、ややそう思わない（ ）、ややそう思う（ ）、そう思う（ ）、強くそう思
う（ ）

提案推進制度
「私が勤務する組織には、職務に関する提言を推進する制度（しくみ）がある」
ある（ ） ない（ ）

上司や同僚の提言
「私の上司や同僚は、勤務に関する提言を積極的に行っている」全くそう思わない
（ ）、そう思わない（ ）、ややそう思わない（ ）、ややそう思う（ ）、そう思う
（ ）、強くそう思う（ ）

コミュニケーション
「私の部署では、上司や同僚と職務についてコミュニケーションを取る機会が多い」全く
そう思わない（ ）、そう思わない（ ）、ややそう思わない（ ）、ややそう思う
（ ）、そう思う（ ）、強くそう思う（ ）

顧客からの感謝
「私は職務の成果について、職務の対象（顧客、市民）から感謝を伝えられる機会が多
い。全くそう思わない（ ）、そう思わない（ ）、ややそう思わない（ ）、ややそう思
う（ ）、そう思う（ ）、強くそう思う（ ）

組織規模

人以下（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、 人以上～ 人以下
（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、
人以上～ 人以下（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、 人以上～

人以下（ ）、 人以上（ ）
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う（ ）

提案推進制度
「私が勤務する組織には、職務に関する提言を推進する制度（しくみ）がある」
ある（ ） ない（ ）

上司や同僚の提言
「私の上司や同僚は、勤務に関する提言を積極的に行っている」全くそう思わない
（ ）、そう思わない（ ）、ややそう思わない（ ）、ややそう思う（ ）、そう思う
（ ）、強くそう思う（ ）

コミュニケーション
「私の部署では、上司や同僚と職務についてコミュニケーションを取る機会が多い」全く
そう思わない（ ）、そう思わない（ ）、ややそう思わない（ ）、ややそう思う
（ ）、そう思う（ ）、強くそう思う（ ）

顧客からの感謝
「私は職務の成果について、職務の対象（顧客、市民）から感謝を伝えられる機会が多
い。全くそう思わない（ ）、そう思わない（ ）、ややそう思わない（ ）、ややそう思
う（ ）、そう思う（ ）、強くそう思う（ ）

組織規模

人以下（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、 人以上～ 人以下
（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、
人以上～ 人以下（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、 人以上～ 人以下（ ）、 人以上～

人以下（ ）、 人以上（ ）

表４ 記述統計

最小値 中央値 平均値 最大値 標準偏差

告発の意欲

公正世界信念

性別（女性）

既婚

学歴

世帯年収

管理職

勤続年数

雇用形態（正規雇用）

職務における裁量

提案推進制度

上司や同僚の提言

コミュニケーション

顧客からの感謝

組織規模

（４）分析結果

順序ロジットモデルによってデータを分析し、仮説を検証した（分析２）。分析結果を表５に示してい

る。ここでは有意水準を10％とし、分析結果について説明を行う。 
 

①告発と個人の内面的な特徴 
分析により、PSM1 について告発の意欲との間に有意な正の関係が確かめられた。PSM2 については告

発の意欲との関連は確かめられなかった。したがって、PSM と告発の意欲の関係に関して設定した仮説

１「PSMが高いほど告発の意欲が高い」はPSM1に限定する形で支持されたと言える。 
公正世界信念については、告発の意欲との間に有意な負の関連が確かめられた。したがって、仮説２－

２「公正世界信念が高いほど告発の意欲が低い」は支持された。 
 
②職務の特性と告発 
今回の分析では公務員の職務特性として、「職務の自律性」や「市民との関わり」、「職務に関する同僚

や上司とのコミュニケーションの機会」が告発の意欲と関連する可能性があると考え、モデルに加えて分

析を行った。表５のとおり、「職務に関する同僚や上司とのコミュニケーションの機会」のみ、告発の意

欲との間に有意な正の関連が確認された。 
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表５ 順序ロジットの分析結果（分析２、「告発の意欲」との関係）

説明変数

公正世界信念

性別

未既婚

学歴

世帯収入

管理職

在職年数

雇用形態（正規雇用）

職務における裁量（裁量が少ない）

提案推進制度

上司や同僚の提言

コミュニケーション

顧客からの感謝

組織規模

データ数

各セルの数値の上段が推定された係数、下段が 値を表す。
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表５ 順序ロジットの分析結果（分析２、「告発の意欲」との関係）

説明変数

公正世界信念

性別

未既婚

学歴

世帯収入

管理職

在職年数

雇用形態（正規雇用）

職務における裁量（裁量が少ない）

提案推進制度

上司や同僚の提言

コミュニケーション

顧客からの感謝

組織規模

データ数

各セルの数値の上段が推定された係数、下段が 値を表す。

告発と職務環境の関連については、告発に支援的な組織文化として「提言行動を推進する制度」と「上

司や同僚の提言行動の積極性」の 2 つをモデルに加えて分析を行った。その結果、「提言行動を推進する

制度」と「上司や同僚の提言行動の積極性」のいずれも告発の意欲との間に有意な正の関連が確認された。

組織内に提言行動を推進する制度があること、上司や同僚が提言行動に積極的である（と認識している）

公務員ほど告発の意欲が高いことが明らかになった。 
その他、性別、未既婚の状況、世帯年収、職位、在職期間、雇用形態のような労働者個人の特性に加え、

組織規模といった組織の特性も統制変数としてモデルに加えたが、これらは告発との有意な関連は確かめ

られなかった。 

５ 考察と結論

分析の結果、PSM と告発の意欲には統計的に有意な正の相関が確かめられた。PSM が高い個人ほど告

発の意欲が高いことが明らかになった。この結果は先行研究の結果とおおむね一致する（Prysmakova and 
Evans, 2022他）。本研究の分析により、PSMと告発に関する理論モデルが日本の公務員にも適用されるこ

とが確かめられ、理論モデルの頑健性を検証する点で意義があると考える。先行研究に対する優位性とし

ては、職務の裁量の有無や職務におけるコミュニケーションの程度、提案促進制度の有無、組織規模とい

った職務特性や組織特性を統制変数として分析モデルに加えた点を挙げることができる。職務や環境要素

の関連を排してPSMと告発の意欲の関連を検証できる点で意義があると考える。 
加えて、本研究では、Perry（1997）による PSMの測定指標について、日本の公務員の調査データでは

PSM が「公益への関与（4 項目）」と「思いやり（1 項目）」と「自己犠牲（７項目）」から構成される

PSM1と、「政策への関心（2項目）」と「公益への関与（1項目）」、「思いやり（4項目）」から構成される

PSM2の 2つに集約される結果が示された。Perry（1997）によるPSMの測定指標の適正性や頑健性につ

いては国際的に広く検証されてきた。日本での PSM 測定指標の検討はまだ始まったばかりである。本研

究では、2つに集約されたPSM1およびPSM２のうち、PSM1について告発との関連が確かめられた。日

本でのPSM測定指標の解明に資する基礎情報が提供できたと考える。 
より詳細にPSMの構造について検討すると、Prysmakova and Evans（2022）ではPSMの4次元である

「政策への関心」、「公益への関与」、「思いやり」、「自己犠牲」のすべてが告発の積極性と有意な正の関連

があると確かめられている。本研究では、主に「公益への関心」と「自己犠牲」から構成される PSM1に

ついてのみ告発の意欲との関連が確かめられた。先行研究では 4 次元のうち、とりわけ「自己犠牲」が告

発の意欲と強く関連することが指摘されており、この点、本研究の結果と一致している。先行研究と本研

究の結果を踏まえると、個人の告発の判断メカニズムには自己犠牲の意識の影響が大きいと推測される。

一方、本研究では主に「政策への関心」と「思いやり」の 2次元から構成されるPSM2については告発に

意欲との関連が確かめられなかった。先行研究と異なる結果が出た理由としては、労働者の意識や職務環

境が国によって大きく異なるためという説明ができるかもしれない。この点は今後より詳細な分析が必要

である。 
本研究の主要な関心の 2 つ目は公務員の公正世界信念を測定し、告発行動との関連を解明することであ

る。分析の結果、公務員の公正世界信念と告発の意欲には統計的に有意な負の相関が確かめられた。公正

世界信念が高い個人ほど告発の意欲が低いことを示す結果である。本研究では、公正世界信念が高い個人

は、告発によって発生する自身の職務上の損失を「平等でない負担」と考えて告発を回避する可能性が高

いのではないかと推測した。公正世界信念が高い個人ほど「倫理的な問題を起こす者には相応の評価やペ
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ナルティが課されるべき」と考えるが、それは公正な世界によって評価・調整されるものであって、自分

自身がその役割を担うべきとは考えないという予測である。公正世界信念と告発の関連のメカニズムにつ

いてはより詳細な分析が必要であるが、今回の分析結果からは個人の公正世界信念が強い場合、それが職

務における告発意欲を阻害する可能性があることが示唆される。公正世界信念が告発のみでなく、職務に

おける他の倫理的行動とも関連するのか等、今後さらなる検討が必要である。 
なお、本研究では公正世界信念の測定指標について Rubin and Peplau (1975)から 5項目を選択し分析に

用いた。選択した 5 項目は「基本的に、公正な世の中だと思う」、「一般的に、人々はその人が得ているも

のに値する」といった一般的な公正世界信念を測定するものである。先行研究ではより多次元的な指標が

検討され、各次元によって働きが異なることが確かめられている。今後の研究では、公正世界信念の多元

的な指標が公務員の職務認識や職務行動とどのように関連するのか、より詳細な分析が必要である。 
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